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5Gネットワークの高速化
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5Gアドバンスドの標準化など5Gネットワーク高速化に向けた整備が加速

Vol.67

5G本来の速度を実感するための施策

 日本は2020年に５G（第5世代移動通信システ
ム）サービスを開始したものの、いまだ5G本来の
高速通信を実感できるエリアが限られているのが
現状です。その主な原因は、5G本来の特性を発揮
する専用周波数であるサブ6やミリ波の展開が限
定的であるためです。

 サブ6やミリ波には、狭い範囲しか届かず、直進性
が強いという特性があるため、多くの基地局や設
備投資が必要になります。そこで、5Gのインフラ
整備を効率的に進めるために、4Gで使用してい
たインフラを5Gに転用する手法が取られました。
その結果、全国の5G人口カバー率は95％を超え
ましたが、サブ6のカバー率は約30％、ミリ波に
関しては局所的な利用にとどまっています。

 そこで総務省では、2027年度までにサブ６の都
市部カバー率を現在の30～40％から80%に高
め、ミリ波の基地局数を現在の2倍超となる5万局
に増やす新たなインフラの整備目標を定めました。
5G専用周波数の普及に重点を置くことで、固有

の端末やサービスの拡大が期待されます。

 一方で、3GPP（移動通信の標準化団体）は、
2024年6月に「5Gアドバンスド」の最新の仕様と
なるリリース18の標準化を完了したと公表しまし
た。これは5Gを高度拡張化させた規格で、6Gま
でのつなぎとしての役割を担います。

 標準化完了を受けて、中国のファーウェイとチャイ
ナ・ユニコムは、商用版5.5Ｇネットワークを北京市
に大規模展開したことを８月に発表し、今後は他
通信事業者へも広がる見込みです。

 生成AI（人工知能）など新技術の台頭で、足元では
５Gインフラ構築に向けた需要が高まっています。
世界のモバイルデータ通信量は、今後2029年末
までに年間20%ペースで増加するとの予測もあ
り、5Gインフラ整備は官民挙げて迅速に推進する
べき課題であるともいえそうです。

新たな通信規格「５Gアドバンスド」の登場

（出所）各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記はイメージ図であり、全てを網羅したものではありません。
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（出所）総務省「5G普及のためのインフラ整備推進ワーキンググループ報告書」
を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

＊XR（クロス リアリティ）：現実世界と仮想世界を融合する先端技術の総称
（出所）各種資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
※上記はイメージ図であり、全てを網羅したものではありません。
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※上記は特定の有価証券への投資を推奨しているものではありません。
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